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幼
児
教
育
の
重
要
性
や
子
育
て
の
負
担
軽

減
を
図
る
た
め
、
10
月
１
日
か
ら
３
〜
５
歳

児
お
よ
び
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
０
〜
２
歳

児
を
対
象
に
、
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化

が
実
施
さ
れ
ま
す
。

　

無
償
化
の
対
象
範
囲
や
金
額
は
、
利
用
す

る
施
設
・
事
業
、
保
育
の
必
要
性
の
有
無
な

ど
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

　

無
償
化
の
対
象
と
な
る
た
め
に
は
、
事
前

に
申
請
が
必
要
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
各
担
当
課
ま
た
は
利
用
施
設

に
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

【
幼
稚
園
・
保
育
園
・
認
定
こ
ど
も
園
な
ど
】

【
保
育
の
必
要
性
に
関
す
る
こ
と
】

問 

幼
児
教
育
課

☎ 

０
５
５（
９
４
８
）１
４
４
７

【
就
学
前
の
障
が
い
児
の
児
童
発
達
支
援
】

問 

障
が
い
福
祉
課

☎ 

０
５
５
８（
７
６
）８
０
０
７

【
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
】

問 

保
健
福
祉・こ
ど
も・子
育
て
相
談
セ
ン
タ
ー

☎ 

０
５
５
８（
７
６
）８
０
０
８

○対象
　 　障がい児の児童発達支援などを利用する３～５歳のすべての子ども

○対象施設・事業
　（1）児童発達支援（2）医療型児童発達支援（3）居宅訪問型児童発達支援
　（4）保育所等訪問支援（5）福祉型障害児入所施設（6）医療型障害児入所施設

○利用料
　無償
　※ ただし、利用者負担以外の費用（食費など、現在実費で負担してい
るもの）はこれまでどおり保護者負担です。

○手続き
　 　無償化に伴う新たな手続きは不要です。

Ｎ

ｏ．

② 就学前の障がい児の発達支援を
利用する子どもたち

Ｎ

ｏ．

① 幼稚園・保育園・認定こども園などを
利用する子どもたち

○対象となる子ども
　（1）3 ～ 5 歳児
　　 幼稚園、保育園、認定こども園などを利用するすべての子ども
　　※満 3歳になった後の 4月 1日～小学校入学前（3年間）
　　　（幼稚園の場合／入園できる時期にあわせて満 3歳から）
　（2）0 ～ 2 歳児
　　住民税非課税世帯の子ども

○対象となる施設・事業
　 　幼稚園、保育園、認定こども園、地域型保育（小規模保育など）、企
業主導型保育事業（標準的な利用料のみ）
　※市外の施設も対象です。
　【市内の対象施設】
　（1）幼稚園
　　 長岡幼稚園、共和幼稚園、富士美幼稚園、のぞみ幼稚園、田京幼稚園
　（2）保育園
　　 長岡保育園、あゆみ保育園、ひまわり保育園、ひまわり保育園大仁分園、

韮山保育園、ちとせ保育園
　（3）認定こども園
　　しょうれんじこども園、慈恩こども園
　（4）地域型保育
　　クオレ保育園

○利用料
　無償（幼稚園の場合は、25,700 円／月まで無償）
　※ 給食費、行事費、通園送迎費などはこれまでどおり保護者負担です。
ただし、保護者の収入などにより、給食費のうち副食（おかず・お
やつなど）の費用が免除されます。

○手続き
　 　市内の対象施設利用者は、手続き不要です。子ども・子育て支援新制度
の対象外となる市外の幼稚園利用者は、無償化のための申請が必要です。



幼児教育・保育の無償化の主な例
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幼児教育 ・ 保育の無償化幼児教育 ・ 保育の無償化

○
対
象
と
な
る
子
ど
も

　

（1）
３
〜
５
歳
児

　
　

 「
保
育
の
必
要
性
の
認
定
」（
表
Ⅰ
）を
受
け
て
い
る
子
ど
も

　

（2）
満
３
歳
児

　
　

 「
保
育
の
必
要
性
の
認
定
」（
表
Ⅰ
）
を
受
け
て
い
る
住

民
税
非
課
税
世
帯
の
子
ど
も

○
利
用
料

　

 　

幼
稚
園
の
利
用
に
加
え
、
利
用
日

数
に
応
じ
て
月
額
上
限（
４
５
０
円
×

利
用
日
数
）ま
で
無
償
化
さ
れ
ま
す
。

　

（1）
３
〜
５
歳
児

　
　

月
額
上
限
１
１
，３
０
０
円
ま
で
無
償

　

（2）
満
３
歳
児

　
　

月
額
上
限
１
６
，３
０
０
円
ま
で
無
償 

　
　

 　

ま
た
、
平
日
の
預
か
り
保
育
の
提

供
時
間
数
が
８
時
間
未
満
ま
た
は
年

間
開
所
日
数
が
２
０
０
日
未
満
の
場

合
、
預
か
り
保
育
の
ほ
か
に
、
認
可

外
保
育
施
設
な
ど
の
利
用（
No.
④
を

参
照
）が
無
償
化
さ
れ
ま
す
。

○
手
続
き

　

 　

幼
児
教
育
課
で
、
申
請
が
必
要
で
す
。

利用料合計 利用日数 上限額 無償化対象 実質負担額

4,000 円 10 日 4,500 円 4,000 円 0 円

9,500 円 20 日 9,000 円 9,000 円 500 円

利用料算定イメージ（一例）

○
対
象
と
な
る
子
ど
も

　

 　

保
育
園
、
認
定
こ
ど
も
園
な
ど
を
利
用
し

て
い
な
い
次
の
い
ず
れ
か
の
子
ど
も

　

（1）
３
〜
５
歳
児

　
　

 「
保
育
の
必
要
性
の
認
定
」（
表
Ⅰ
）を
受

け
て
い
る
子
ど
も

　

（2）
０
〜
２
歳
児

　
　

 「
保
育
の
必
要
性
の
認
定
」（
表
Ⅰ
）を
受

け
て
い
る
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
子
ど
も

○
対
象
と
な
る
施
設
・
事
業

　

（1） 

認
可
外
保
育
施
設（
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
、

認
可
外
の
事
業
所
内
保
育
な
ど
も
含
む
）

　

（2）
一
時
預
か
り
事
業　

（3）
病
児
保
育
事
業

　

（4）
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業

○
利
用
料

　

（1）
３
〜
５
歳
児

　
　

月
額
上
限
３
７
，０
０
０
円
ま
で
無
償

　

（2）
０
〜
２
歳
児

　
　

月
額
上
限
４
２
，０
０
０
円
ま
で
無
償

○
手
続
き

　

 　

幼
児
教
育
課
で
、
申
請
が
必
要
で
す
。

保育を必要とする事由 添付書類

1 家庭外就労 　家庭外での月 60 時間以上の労働が常態化していること 　就労証明書

2 家庭内就労 　家庭内で子どもと離れて行う日常の家事以外の労働が月 60 時間以上
　で常態化していること

　就労状況調査報告書、
　自営の証明書類の写し

3 妊娠・出産 　保護者が出産（出産予定月 2カ月前～出産後 2カ月） 　母子健康手帳の写し

4 疾病･障がい 　保護者に病気、負傷、心身に障がいがあり、保育が困難であること 　保育できない旨がわか
　る診断書

5 介護・看護 　長期にわたる病人や心身に障がいのある同居している親族を常時介
　護・看護しており、保育が困難であること

　身体障害者手帳、診断
　書、申立書など

6 災害復旧 　震災、風水害、火災その他の災害復旧にあたっていること 　申立書

7 求職活動 　求職活動をしていること（3カ月以内） 　申立書

8 就学 　就学中であること（職業訓練を含む） 　在学証明書など

表Ⅰ　「保育の必要性の認定」要件（保護者全員が該当していることが必要）

※育児休業期間中は、認可外保育施設を利用している場合のみ「保育を必要とする事由」に該当。

利用

複数
利用

○ 3～ 5歳児
Ａ以外

○専業主婦（夫）
など

Ｂ 幼稚園、認定こども園、
就学前障がい児児童発
達支援

幼稚園、認定こ
ども園

就学前障がい児
児童発達支援

＋

○ 3～ 5歳児
 ○ 住民税非課税
世帯の 0 ～ 2
歳児

「保育の必要性
の認定」事由に
該当する子ども

○共働き家庭
○ シングルで働
いている家庭

など

Ａ

利用

複数
利用

幼稚園、保育園、認定
こども園、就学前障が
い児児童発達支援

無償（幼稚園は 25,700
円／月まで無償）

Ｎ

ｏ．

①

幼稚園、保育園、
認定こども園

就学前障がい児
児童発達支援

＋

利用

幼稚園の預かり保育
幼稚園利用 +11,300
円／月まで無償

Ｎ

ｏ．

③

複数
利用

認可外保育施設、
一時預かり事業、
ファミリーサポート
センター事業など

37,000 円／月まで
無償（0 ～ 2 歳児の
住民税非課税世帯
は、42,000 円 ／ 月
まで無償

Ｎ

ｏ．

④

◆
こ
こ
が
気
に
な
る
！

Ｑ
＆
Ａ
コ
ー
ナ
ー

Ｑ 

無
償
化
に
な
る
と
、
一
切
費
用
は
か

か
ら
な
い
の
？

Ａ 

対
象
は
利
用
料
の
み
で
、
給
食
費
や

行
事
費
、
通
園
送
迎
費
な
ど
は
対
象

外
で
す
。
保
育
園
（
認
定
こ
ど
も
園

の
保
育
認
定
を
含
む
）
で
は
、
給
食

費
が
保
育
料
の
一
部
と
な
っ
て
い
ま

し
た
が
、
無
償
化
に
伴
い
、
各
園
で

別
途
徴
収
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

Ｑ 

満
３
歳
に
な
っ
た
日
か
ら
無
償
化
対

象
に
な
る
の
？

Ａ 

保
育
園（
認
定
こ
ど
も
園
の
保
育
認

定
を
含
む
）は
満
３
歳
に
な
っ
た
後

の
４
月
か
ら
、
幼
稚
園（
認
定
こ
ど

も
園
の
教
育
認
定
を
含
む
）
は
満
３

歳
に
な
っ
た
日
か
ら
対
象
で
す
。

　

※ 

市
立
幼
稚
園
で
は
満
３
歳
か
ら
の

受
入
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

Ｑ 

保
育
園（
こ
ど
も
園
の
保
育
認
定
を
含

む
）
在
園
中
、
利
用
料
以
外
で
無
償

化
と
な
る
施
設
・
事
業
っ
て
あ
る
の
？

Ａ 

保
育
園（
こ
ど
も
園
の
保
育
認
定
を

含
む
）
在
園
中
、
他
の
施
設
・
事
業

は
無
償
化
対
象
外
で
す
。

ともに無償（幼稚園は
25,700 円／月まで無償）

無償（幼稚園は 25,700
円／月まで無償）

ともに無償（幼稚園は
25,700 円／月まで無償）

Ｎ

ｏ．

②

Ｎ

ｏ．

①

＋

Ｎ

ｏ．

①

Ｎ

ｏ．

②

Ｎ
ｏ．

①

＋

Ｎ

ｏ．

③
幼
稚
園
の
預
か
り
保
育
を

利
用
す
る
子
ど
も
た
ち

Ｎ

ｏ．

④ 

認
可
外
保
育
施
設
な
ど

を
利
用
す
る
子
ど
も
た
ち


